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研究要旨 
本研究では、これまで行われた潜在看護職員（看護師・准看護師）の推計方法を踏襲

しつつ、より現状に即した推計方法について検討し、その方法論に基づき、平成 30 年

（2018 年）末時点における潜在看護職員数の推計を行うことを目的とした。 
平成 25 年（2013 年）度の厚生労働科学研究において算出した平成 24 年（2012 年）

末の推計とは異なり、本研究で算出した平成 30 年（2018 年）末の推計においては、推

計対象者に 65 歳以上を含め、准看護師から看護師の資格を取得した者は看護師に含め、

看護師と准看護師それぞれについて推計を行った。その結果、平成 30 年（2018 年）末

の 65 歳以上も含めた看護職員の潜在数（潜在率）は 793,885 人（32.98％）で、65 歳未

満では 695,461 人（31.11％）であった。平成 24 年（2012 年）末と比較し、65 歳未満の

潜在数は約‐3％減少していた。その背景には、「看護師等の人材確保の促進に関する法

律」に基づいて各都道府県に設置されたナースセンターによる取り組み、夜間の働き方

の軽減策、多様な働き方の推進が、潜在率を上昇させないための一つの防波堤となって

いるのでないかと推察された。資格別では、看護師の潜在率が 28.37％である一方で、准

看護師が 47.52％と、准看護師の潜在率が高くなっていた。年齢階級別の看護職員の潜

在率については、25 歳未満が 22.38％であるのに対し、30～34 歳が 36.91％、35～39 歳

が 36.01％と、13％以上高くなっていた。一方で、60～64 歳の看護職員の 50％超、65 歳

以上の約 35％が看護職員として就業していることがわかった。日本看護協会の調査によ

り、定年退職前の看護職員のうち、定年後も看護領域で働きたいという意思を持ってい

る者が約 7 割を占めていることが報告されており、定年退職前後の「プラチナナース」

の活用を推進していくことが示唆された。 
このような潜在化の状況を踏まえ、潜在化要因の検討から、離職防止を図り、また復

職支援・復職環境の整備を図ることが重要である。特に看護職員が不足している、訪問

看護ステーションや中小規模病院において、潜在化を招かないように看護職員の確保・

定着を図る必要がある。 
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Ａ. 研究目的 

「医療従事者の需給に関する検討会看護職

員需給分科会中間とりまとめ（令和元年 11月）」

では、令和 7年（2025 年）の全国及び各都道府

県の地域医療構想に基づく看護職員数の需給

推計結果が示された。そのうち供給推計値では、

潜在看護職員の復職も考慮された推計が行わ

れている。しかし、看護職員の離職時に届出を

求めるとする我が国の「看護師等免許保持者の

届出制度」は義務化されておらず、当該制度が

平成 27年（2015年）10月 1日に開始されて以

来、3年 2か月の時点（平成 30年 12月末）で、

登録者数は 84,760 人にとどまり（うち復職支

援対象者は 44,515 人）、平成 24 年（2012 年）

時点の潜在看護職員数の推計値 699,566人と比

較しても、潜在看護職員の 6％程度しか、当該

制度で把握できておらず、潜在率の実態は不明

である。なお、令和 3年（2021年）2月末現在

では、登録者は 5年 4カ月で計 136,915人、う

ち復職支援対象は 69,111 人であり、登録者は

増加しているものの、潜在看護職員数の把握が

困難な状況の改善はみられていない。このため、

推計された供給数の妥当性の検討のためにも、

潜在看護職員の推計を試みることが必要とな

る。 

 また、平成 27 年（2015 年）の看護師等人材

確保促進法改正では、都道府県ナースセンター

による看護職員の復職支援を強化するため、就

職あっせんと復職研修の一体的実施などニー

ズに合ったきめ細やかな対応、ハローワーク等

と密接な連携などを通じて、ナースセンターの

機能強化の推進が図られている。この効果の検

証の一指標として、平成 24 年（2012 年）末時

点から現時点までの潜在看護職員数の増減を

把握し、今後の対応方針を検討することも求め

られる。 

 本研究では、これまで行われた潜在看護職員

の推計方法を踏襲しつつ、より現状に即した推

計方法について検討し、その方法論に基づき、

平成 30 年（2018 年）末時点における潜在看護

職員数の推計を行うことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．潜在看護職員の定義 

 看護師あるいは准看護師免許保有者のうち、 

衛生行政報告例で報告されている就業場所（病

院、診療所、助産所、訪問看護ステーション、

介護保険施設等、社会福祉施設、保健所、都道

府県、市区町村、事業所、看護師等学校養成所

又は研究機関、その他）において、就業してい

ない看護師および准看護師を潜在看護職員と

した。 

 

２．推計に用いるデータソース 

 平成 30 年（2018 年）時点における免許保持

者数から就業看護職員数を減ずることにより、

潜在看護職員数の推計を行うこととした。 

免許保持者数は、厚生労働省が毎年実施して

いる「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生

就業状況調査」における、学校養成所区分別の

入学状況のデータから把握した。また、准看護

師の養成校である高等学校や「看護師等学校養

成所入学状況及び卒業生就業状況調査」から入

手できない年代のデータなどは、日本看護協会

出版会の「看護基礎資料集」、文部科学省の「学

校基本調査（高等教育機関）」のデータソース

を用いた。 

 年齢別の免許取得者には、既に亡くなった者

も含まれることから、生存者を推計するために、

平成 30 年（2018 年）の男女それぞれの簡易生

命表を用いた。 

 就業看護職員数は、衛生行政報告例の保健師、

助産師、看護師、准看護師の性・年齢階級別の

就業数から把握を行った。 

 

３．推計方法 

１）推計対象の範囲 

 看護職員には、看護師・准看護師・保健師・
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助産師が含まれる。保健師・助産師の資格保有

者については、看護師資格を保有していること

を前提とし、看護師としてカウントした。准看

護師は、都道府県知事発行の免許となるため、

准看護師免許のみの保有者は准看護師として

カウントした。准看護師免許を保有し、その後、

看護師の免許を取得した者については、看護師

としてカウントした。この定義に基づいて、「看

護師」および「准看護師」の潜在数を推計した。 

潜在看護職員数について、これまで実施され

てきた、厚生労働省による平成 14 年（2002年）

末時点の推計や、平成 25 年（2013 年）度の厚

生労働科学研究において算出された平成 24 年

（2012 年）末時点の推計では、65 歳未満まで

を対象としていた。しかし、衛生行政報告例で

は、「年齢階級別にみた就業保健師等」で 65歳

以上の就業看護職員数が報告されており、それ

にあわせた年齢階級別の潜在率の把握が必要

と考えた。その背景として、①人口減少や少子

高齢化により、労働者の確保が困難になりつつ

あり、65歳以上の労働者の確保も必要になって

くると想定されること、②平成 25 年（2013年）

には「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律

（以下、高年齢者雇用安定法）」の一部が改正

され、定年を 60歳から 65 歳に引き上げる法整

備が行われ、継続雇用制度の経過措置が終了す

る令和７年（2025 年）4月から、「定年制の廃

止」「定年の引き上げ」「継続雇用制度（再雇

用制度）などの導入」のいずれかを導入しなけ

ればならなくなったこと、③平成 27 年（2015

年）には、「一億総活躍社会」の実現に向けて、

介護離職ゼロ、生涯現役社会が打ち出されたこ

と、④50歳以上の看護職員に限定して、定年後

の自身の働き方について尋ねた調査１から、60

歳以上の看護職員（プラチナナース）の 68.1％

が「看護職として働き続けたい」という意向が

みられていることなどがあげられる。 

 

２）看護職員の推計方法 

 看護職員の推計は、看護師と准看護師それぞれ

について推計し、合算することにより算出した。

看護師になるためのルートとして、大学または 3

年以上の教育を受けて、国家試験に合格する方法

と、准看護師資格（都道府県知事発行免許）を取

得した後に看護師になる方法がある（図１）。具

体的には、高校卒業後に①看護大学（4年課程）、

②看護短期大学（3 年課程）、③看護専門学校な

どの看護師養成所（3年課程）、④中学校卒業後、

高校 5年一貫看護師養成課程、⑤准看護師資格取

得後（中学校卒業の場合は、実務経験 3年以上)、

「全日制の高等看護専攻科（2 年課程）」もしく

は「定時制の看護師養成所（2年課程）」、准看護

師として実務経験が７年以上あれば「看護師養成

所（2 年課程）」に進学し、国家試験に合格すれ

ば、看護師の資格を取得できる。なお、准看護師

の資格取得後に看護師の資格を取得しなくても、

全都道府県において准看護師として就労するこ

とは可能である。 

「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就

業状況調査」においては、卒業時における男女別・

年齢別データは存在しないため、入学時における

男女別・年齢区分別注）のデータを活用し、留年や

退学は考慮せずに、各養成所の入学時に修業年限

を加えて、入学時と同じ男女比率と年齢階級別比

率を乗じることによって、男女別かつ年齢階級別

の卒業者数を推計した。推計された卒業者数に対

応する年度の国家試験の合格率を乗じることに

より（前年度の不合格者のうち、再試験で合格し

た人数も含む）、各養成所別の看護師数を推計し

た。なお、平成元年（1989 年）以前は、看護師の

国家試験は 1 年に 2 回行われていた。このため、

平成元年（1989 年）までは、通年の合格率で推計

を行った。なお、1 回目の国家試験で合格できず
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に、卒業年の翌年以降に合格者も存在することか

ら、1 回目の国家試験の不合格者は再受験したも

のと想定し、2回目の合格率として 70.9％（国家

試験が 2回行われていたときの 2回目の合格率の

平均）をその不合格者に乗じ、この数も看護師免

許取得者数に計上した。なお、3 回以上、国家試

験を受験した者については考慮せずに、除外した。 

 准看護師資格取得後（中学校卒業の場合は、実

務経験 3年以上が必要)に、「全日制の高等看護専

攻科（2年課程）」、「定時制の看護師養成所（2

年課程）」、「看護師養成所（通信制の 2年課程、

ただし准看護師として実務経験が 7年以上必要）」

のいずれかに進学し、看護師免許を取得した者に

ついては、以下のように推計した。 

①「看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業

状況調査」から、「准看護師養成所」と「高等

学校の衛生看護科」の入学時における男女別・

年齢階級別のデータを活用し、留年や退学は考

慮せずに、各養成所の入学時に修業年限を加え

て、入学時と同じ男女比率と年齢階級別比率を

乗じることにより、男女別かつ年齢階級別の卒

業者数を推計する。 

②推計された卒業者数に対応する年度の合格率

（直近 10 年間の平均値 98％）を乗じることに

より（前年度の不合格者のうち、再試験で合格

した人数も含む）、「准看護師養成所」と「高

等学校の衛生看護科」のそれぞれの養成校別に

准看護師免許保有者数を推計する。なお、1 回

目の試験の不合格者は 2回目の試験も受験した

と想定し、合格率は 1 回目と同様の 98％とし

た。 

③2年課程の進学者について、平成 21年（2009年）

以降の入手できたデータから把握できた年齢

分布を考慮し、35 歳未満の年齢階級別の看護師

免許保有者は、各年齢階級別に看護師養成校（2

年課程）の卒業者数に対応する年度の国家試験

の合格率を乗じることにより（前年度の不合格

者のうち、再試験で合格した人数も含む）、算

出する。35 歳以上～50 歳未満の各年齢階級別

（35～39 歳、40～44 歳、45～49 歳）において

は、34歳未満の看護師養成校（2年課程）への

進学率（男性 81％、女性 69％）を乗じ、看護師

国家試験の合格率や再受験後の合格者数を考

慮して、准看護師からの看護師免許取得者数を

推計する。50歳以上の年齢別階級（50～54歳、

55～59歳、60～64歳、65歳以上）においては、

「医師会立助産師・看護師・准看護師学校養成

所調査」で報告された平成 26 年度（2014 年）

と平成 28年（2016年）度の進学率 47.9％を乗

じ、看護師国家試験の合格率や再受験後の合格

者数を考慮して、准看護師から看護師免許を取

得した数を推計する。 

④准看護師のみの免許取得者数については、准看

護師免許取得者数の合計値から、前述した推計

によって算出した准看護師からの看護師免許

取得者数を減じることにより算出する。 

 なお看護師、准看護師の免許保有者数の推計に

あたっては、生存率を考慮し、死亡者は除外した。

また、年齢階級 65歳以上の看護師、准看護師の免

許保有者数は、データが存在し、推計が可能な 70

歳までとした。この推計に際しては、簡便な方法

を選択し、平成 30 年（2018 年）の生命表を用い

て、近年の生産年齢階級の生存確率が一定であっ

たと仮定して、生存確率を求め、看護師養成校カ

テゴリ別における年齢階級別の各卒業年の免許

取得者数に乗じることによって、生存している免

許取得者数を算出した。 
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図１看護師、准看護師の資格の取得方法 

引用：文部科学省 高等学校における看護教育 

 

３）従来の推計方法との相違 

 平成 24 年末（2012 年）時点における潜在看護

職員数の推計方法とは、以下の点が異なっている。 

①推計対象の拡大 

これまでの潜在看護職員数の推計は、看護師お

よび准看護師ともに 65 歳未満までを対象として

いたが、定年退職後の看護職員の再雇用も進めら

れていることから、65 歳以上も推計対象に含めた。

ただし、65 歳以上の免許保有者数の推計は 70 歳

以下までとしている。就業者数の 65 歳以上の階

級には、70歳超の看護職員も含まれているが、70

歳超の階級の就業者数は不明である。このため、

本推計の 65 歳以上の潜在看護職員数は、「70 歳

超も含まれる 65 歳以上の就業者数」から「65 歳

以上～70歳以下の免許保有者数」を引いた値とし

た。 

②准看護師推計の精緻化 

 平成 24 年（2012 年）末時点における潜在看護

職員数のうち准看護師の推計では、厚生労働省で

行われた従来の推計方法を踏襲し、准看護師免許

を取得後、看護師免許を取得した者も准看護師と

計上し、推計を行っていた。このため、准看護師

免許のみ保有者や実際の看護師免許保有者の潜

在数の把握が出来なかった。本研究の推計では、

准看護師推計の精緻化を図るために、准看護師免

許のみの保有者を准看護師、准看護師と看護師の

双方の免許保有者は看護師として推計を行った。 

 

Ｃ. 研究結果 

１．看護師の潜在数（表１） 

 看護師の潜在数は、男性が 59,599 人、女性が

458,554 人、男女合計で 518,153 人であった。潜

在率は、男性が 38.18％、女性が 27.45％、男女合

計が 28.37％であった。潜在率は、女性よりも 

男性の方が高くなっていた。 

 男性においては、45歳以降から、年齢があがる

につれて潜在率が上昇し、定年退職となる 60 歳

以上の階級を除くと、「55～59歳」の階級の潜在

率が 60.02％と最も高くなっていた。 

 女性においては、男性とは異なり、年齢があが

るにつれて潜在率が上昇する傾向は認められず、

定年退職となる 60歳以上の階級を除くと、「35～

39歳」の潜在率が 34.19％と最も高く、次いで「30

～34歳」の潜在率が 26.75％となっていた。 

 男性・女性の全体においては、定年退職となる

60歳以上の階級を除くと、「35～39歳」の潜在率

が 34.15％と最も高く、次いで「55～59 歳」が

28.48％となっていた。 

 

２．准看護師の潜在数（表２） 

 准看護師の潜在数は、男性が 38,003人、女性が

237,728 人、男女合計で 275,731 人であった。潜
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在率は、男性が 63.57％、女性が 45.68％、男女合

計で 47.52％となっていた。准看護師も潜在率は

男性の方が高かった。 

 年齢階級別にみると、定年退職となる 60 歳以

上の階級を除くと、男性では 55～59歳が 78.74％

と最も高く、次いで 50～54 歳が 77.73％、25 歳

未満が 67.77％となっており、女性では 30～34歳

が 77.01％と最も高く、次いで 25 歳未満が

69.24％、25～29歳未満が 57.21％となっていた。

男性・女性の全体においては、定年退職となる 60

歳以上の階級を除くと、30～34 歳の潜在率が

75.23％と最も高く、次いで25歳未満が68.98％、

25～29 歳が 56.07％となっていた 

 

３．看護職員の潜在数（表３） 

 看護師と准看護師の潜在数を合計した看護職

員の潜在数は、男性が 97,602人、女性が 696,282

人、男女合計が 793,885 人であった。潜在率は、

男性が 45.21％、女性が 31.78％、男女合計が

32.98％であった。 

年齢階級別の潜在率は、男性では 45 歳を境に

上昇を続け、「45～49歳」は 47.05％と、「40～

44歳」よりも 20％以上、高くなっていた。それに

対し、女性は、定年退職となる 60歳以上の階級を

除くと、「30～34歳」が 37.82％と最も高く、次

いで「35～39歳」が 36.39％であった。男性・女

性の全体においては、定年退職となる 60 歳以上

の階級を除くと、30～34歳が 36.91％と最も高く、

次いで 35～39歳が 36.01％、55～59歳が 33.17％

であった。 

   なお、潜在看護職員の男女の構成比率をみると、

女 女性が 87.71％であった（表４）。 

  

 

 

注）入学時における年齢区分別データについて 看護師養成校カテゴリ別の年齢区分設定      

①大学（4年課程）：20～24歳、25～29歳、30～34歳、35～39歳、40～44歳、45～49歳、50～54歳、

55～59 歳、60～64歳、65 歳～70歳 

②看護系短期大学、看護師養成所（3 年課程）：20～24 歳、25～29 歳、30～34 歳、35～39 歳、40～44

歳、45～49 歳、50～54歳、55～59歳、60～64歳、65歳～70歳 

③准看護師養成所（2 年課程）：20 歳未満、20～24 歳、25～29 歳、30～34 歳、35～39 歳、40～44 歳、

45～49 歳、50～54歳、55～59歳、60～64歳、65歳～70歳 

④高等学校衛生看護科（3年課程）：20 歳未満、20～24歳、25～29歳、30～34歳、35～39歳、40～44

歳、45～49 歳、50～54歳、55～59歳、60～64歳、65歳～70歳 

⑤高等学校・専攻科一貫教育校（5年課程）：20～24歳 25～29歳 30～34歳、35～39歳 

⑥看護系短期大学、看護師養成所（全日制、定時、通信）、高等看護学校専攻科（2 年課程）：20～24

歳、25～29 歳、30～34歳、35～39歳、40～44歳、45～49歳                    

 

＊取得可能なデータから把握できた階級  
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表１ 看護師の潜在数と潜在率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊看護師免許取得者数の 65 歳以上は、データの存在する「70歳」までとした。 

表２ 准看護師の潜在数と潜在率 

 

＊准看護師免許取得者数の 65歳以上は、データの存在する「70歳」までとした。 
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表３ 看護職員（看護師、准看護師）の潜在数 

 

＊看護職員免許取得者数の 65歳以上は、データの存在する「70歳」までとした。 

 

 

表４ 男女構成比率 
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表５ 年齢階級別にみた看護師と准看護師の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 年齢階級別にみた看護師、准看護師の潜在率の分布 
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表６ 女性全体と看護職員（女性）の就業率 

 

 

 

図３ 年齢階級別にみた女性全体と看護職員（女性）の就業率の分布 
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４．看護師と准看護師の潜在率の比較  

年齢階級別にみた場合、看護師と准看護師では

潜在率の分布が異なっていた（表５、図２）。25

歳未満の潜在率において、看護師は他の年齢階級

と比較し、最も低くなっていたのに対し、准看護

師は 2番目に高くなっていた。また、准看護師は

34歳未満まで潜在率が高く、それから下がる傾向

にあり、45～49歳の潜在率が最も低くなっていた。

一方、看護師は、50～54 歳の潜在率が 25 歳未満

に次いで低く、14.92％となっていた。 

 

５．女性全体の就業率との比較 

平成 30 年（2018 年）における我が国の女性全

体の就業率２と女性看護職員の就業率の比較を行

った（表６、図３）。20～24 歳の年齢階級では、

女性看護職員の方が 5.03％高くなっていた。しか

し、25～29歳、30～34 歳、35～39 歳の階級では、

女性看護職員のほうが 10％以上、低くなっていた。

40 歳以降も総じて女性看護職員のほうが約 2～

3％低くなっていた。 

 

Ｄ. 考察    

１．看護職員全体の潜在 

平成 24 年（2012 年）末の推計においては、65

歳未満までの推計となっていたため、平成 30 年

（2018 年）末の潜在数についても 65 歳未満まで

の集計も行ったところ、平成 30 年（2018 年）末

では、65歳以上も含めた看護職員全体で 695,461

人、潜在率は 31.11％であった（表７）。一方、平

成 24年（2012年）末における 65 歳未満の潜在者

数は 733,371 人、潜在率は 34.08％であり、平成

30年（2018 年）末では潜在率が約－3％減少して

いた。この結果について、平成 4年（1992 年）に

制定された「看護師等の人材確保の促進に関する

法律」（人確法）では、看護師養成所の整備、夜

勤負担の軽減、看護業務改革、研修の促進といっ

た方針が規定され、47都道府県にナースセンター

が設置され、以来、ナースセンターにおいて潜在

看護職員の再就業支援や無料職業紹介事業、復職

支援のための研修などが行われている。また、医

療従事者のワーク・ライフ・バランスを向上させ

る取り組みとして、各都道府県に設置された医療

勤務環境改善支援センターでは、短時間勤務制度

などの雇用形態や勤務形態、勤務時間の選択が出

来るなど多様な働き方を実現させるための医療

機関の取り組みへの支援を行っている。このよう

な取り組みが看護職員の潜在率の上昇を抑える

一つの防波堤となっていることが推察される。 

復職に向けての適切な研修支援や、求職者と求

人側の希望、条件等があうのかといったマッチン

グのしくみ、あるいは復職後の労働環境や柔軟な

働き方などの保証がなければ、潜在看護職員の掘

り起こしや、定着・確保は困難となる。離職して

ブランクのある看護職員が安心して現場に復帰

できるようにするためには、引き続き、最新の医

療知識や技術が学べるような復職支援制度や、希

望する労働条件とみあった復職しやすい就業場

所や柔軟な働き方や雇用形態を提供できる働き

先とのマッチングの促進などを図っていくこと

が重要である。例えば、復職後の定着を推進して

いくために、就業前に給与が保障されるトライア

ル期間を設け、その間に、実際に自分のニーズに

合う職場なのかを判断し、就職の可否の意思決定

を行うことができるようなシステムも有用と考

える。 
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表７ 65歳未満の潜在看護職員・潜在率 

表８ 資格別の潜在数と潜在率 

男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計
潜在数 97,602 696,282 793,885 59,599 458,554 518,153 38,003 237,728 275,731
潜在率 45.21% 31.78% 32.98% 38.18% 27.45% 28.37% 63.57% 45.68% 47.52%

看護職員 看護師 准看護師

 

 

また今般、新型コロナウイルス感染症への対応

として看護職員確保の必要性とそのための潜在

看護職員の掘り起こしの重要性が広く認識され

た。これを受け、政府は、令和６年度中にマイナ

ンバーを活用した看護職員の資質向上と就業促

進のためのシステムの構築を目指している。潜在

看護職員の居住場所や所有資格情報が不明であ

る場合、復職を呼びかけることができないことか

ら、この制度は今後、潜在看護職員を掘り起こす

ための重要なシステムになることが期待される。 

 潜在看護職員の数や潜在率に影響を及ぼしう

る要因として、夜間の働き方の改善や夜勤負担軽

減策に関する取組の推進もあげられる。例えば、

平成 28 年（2016 年）度診療報酬改定で拡充・新

設された夜間看護体制の評価に関わる加算のう

ち、「看護職員夜間配置加算」や「夜間看護体制

加算」の算定要件には、「勤務終了時刻と勤務開

始時刻の間が 11時間以上」、「勤務開始時刻が直

近の勤務開始時刻の概ね 24時間以降」、「夜勤の

連続回数 2 連続（2 回）まで」、「夜間を含めた

各部署の業務量を把握・調整するシステムの構

築」、「みなし看護補助者を除いた看護補助者比

率 5割以上」、「看護補助者の夜間配置」、「看

護補助業務のうち 5割以上が療養生活上の世話」、

「夜間院内保育所の設置」の各項目を組み合わせ

て実施することが求められている。 

 医療現場では、これらのうち、看護職員の負担

軽減策として、「看護補助者の夜間配置」の効果

を認識しており、一方で「夜勤の連続回数２連続

まで」「夜間院内保育所の設置」「夜間を含めた

各部署の業務量を把握・調整するシステムの構築」

は効果が低いと認識していた３。また、加算の要件

にあげられた項目以外の夜間の業務に関係ある

負担軽減策として、「早出や遅出などの看護ニー

ズに応じた勤務の導入・活用」、「見守りセンサ

ー等のＩoＴ機器の導入」、「夜勤後の暦日の休日

の確保」が多く行われていることが明らかとなっ

ている３。このような近年の夜間の働き方に関わ

る取り組みも、離職防止につながっているものと

推察される。令和 2年（2020 年）度の診療報酬改

定でも、夜間看護体制加算等の項目の内容の見直

しが行われており、「夜勤後の暦日の休日の確保」、

「夜勤帯のニーズに対応した柔軟な勤務体制の

工夫」、「ICT、AI、IoT等の活用による業務負担

軽減」の項目が追加となっている。引き続き、こ

の加算等の算定要件に示された項目などの取り

組みを通じて、より一層の夜間の働き方の改善に

つなげていくことが重要である。 

潜在率差分
潜在化の職員数・潜在率（65歳未満） 695,461 31.11% 733,371 34.08% -2.97%
潜在看護職員数・潜在率（65歳以上含む） 793,885 32.98

平成24年末平成30年末
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 さらに、働き方改革による多様な働き方の導入

や、そのような考え方の浸透が看護職員の潜在率

の抑止につながっているのではないかと考えら

れる。平成 21 年（2009 年）、男女ともに仕事と

家庭の両立ができる働き方の実現を目指し、育

児・介護休業法が改正され、平成 24 年（2012年）

7 月 1 日からは 100 人以下の事業主も含め、すべ

ての事業主は、「短時間勤務制度（時短勤務）の

義務化」、「介護休暇の創設」、「子の看護休暇

の拡大」、「産後 8週間以内の父親の育休取得促

進」等の規定を適用することが求められるように

なった。この改正により、看護職員においても、

育児や介護を両立するための時短勤務や柔軟な

働き方が取りいれられるようになり、特に正規雇

用の看護職員の離職防止に一定の効果があった

ものと推察される。 

 なお、看護職員の働き方には、フルタイムで働

く「常勤」と、フルタイム勤務ではなく、自分の

都合にあわせて勤日や時間帯をある程度決めて

働く「非常勤」がある。「結婚・出産」、「育児」、

「介護」、「夜勤は不可」、「プライベートを重

視」等の事情を持つ看護職員は、離職はしないが

非常勤、あるいは休職を選択する傾向にある。平

成 31年（2019 年）4月 1日から「働き方改革関連

法」が順次施行されており、多様な働き方が進む

と、看護職員の潜在率は抑止できても、そのしわ

寄せとして、常勤者に業務負担が集中することが

懸念される。そうした事態を招かないようにする

ためには、休職者の復職支援や、非常勤者の有効

活用とともに、常勤者と非常勤者の役割分担と協

働による常勤者の業務量や夜勤回数の適正化等

の方策を整備し、推進していくことも重要である。 

 

 

２．性別、資格別にみた潜在（表８） 

看護職員（看護師と准看護師）の性別の潜在数

と潜在率は、男性が 97,602人で 45.21％、女性が

696,282 人で 31.78％、男性の潜在率が高くなっ

ていた。男性の潜在率を看護師・准看護師別でみ

た場合、看護師は 38.18％であったのに対し、准

看護師は 63.57％となっており、准看護師の潜在

率の高さが影響していた。男性だけでなく、女性

も同じ傾向がみられ、看護師が 27.45％であるの

対し、准看護師は 45.68％と、准看護師の潜在率

が高くなっていた。男女合計の潜在率も同様に、

看護師が 28.37％である一方で、准看護師が

47.52％であった。 

厚生労働省による「平成 30 年雇用動向調査結

果」で報告された「転職入職者が前職を辞めた理

由」について、男女ともに「定年・契約期間の満

了」を除き、女性の上位３つの理由は、上から順

に「労働時間、休日等の労働条件が悪かった」、

「職場の人間関係が好ましくなかった」、「給与

等収入が少なかった」であった。それに対し、男

性の上位３つの理由は、上から順に「給与等収入

が少なかった」、「労働時間、休日等の労働条件

が悪かった」、「職場の人間関係が好ましくなか

った」となっており、「給与等収入が少なかった」

と「労働時間、休日等の労働条件が悪かった」は、

ほぼ同率の割合であった。 

これは、一般的に男性が家族を養うといった性

別役割分業により、男性のほうが女性よりも「給

与等収入」を重視しており、この傾向が離職に影

響していることが推察される。つまり、給与格差

や処遇といった因子が、男性看護職員の潜在率、

特に男性准看護師の潜在率の高さに大きく影響

を与えているものと思われる。実際に、40歳代後

半以降の男性看護師の潜在率をみると、女性看護
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師に比べて顕著に高くなっている。看護師の給与

は、一般的に、上位職位になる機会や非管理職の

等級などの区分が少ないことから、昇進や昇格の

機会が得にくく、転職や再就業時にそれまでの経

験が加味された給与にならない場合等により給

与がなかなか上昇せず、「寝たきりカーブ」と呼

ばれるパターンがある。このため、昇進や昇格の

機会が得られず、昇給につながらないことが、女

性よりも、特に男性看護師の潜在率を押し上げる

要因となっている可能性が考えられる。また、男

性の准看護師では、34 歳未満と 40 歳代後半以降

で潜在率が高くなっており、34歳未満はキャリア

チェンジや看護師免許の取得、50 歳以上は給与や

処遇のよい業種への転職などが影響しているか

もしれない。 

それを示すデータとして、平成 30 年（2018 年）

の男性准看護師の平均年収は 422万 3,800円（平

均年齢 43.1 歳、勤続年数 11.5 年）であるのに対

し、男性看護師の平均年収は 445万 1,400円(36.9

歳、勤続年数 7.6 年)で、 平均年収で約 22.8 万

円の開きがみられていた４。なお、看護師全体の平

均年収は約 480 万円（平均年齢 39.3 歳、勤続年

数：8.2 年）、准看護師の平均年収は約 402 万円

（平均年齢 49.2 歳、勤続年数：11.6 年）となっ

ている。准看護師は、看護師よりも、平均勤続年

数が長く、平均年齢も高くなっているが、年収に

は 70 万円以上の開きがある。また男性の一般労

働者の学歴別の平均年収において、高専・短大卒

は、「35～39歳」が約 439 万円、「40～44歳」が

約 478万円、「45～49歳」が約 518万円、50～54

歳が約 530万円であり、准看護師の平均年収を上

回っていた４。大学・大学院卒は、「35～39 歳」

が約 602万円、「40～44歳」が約 678 万円であり、

看護師の平均年収を上回っていた４。 

 保健師助産師看護師法（第 5 条・第 6 条）に

おいて、看護師は「傷病者若しくはじよく婦に対

する療養上の世話又は診療の補助を行うことを

業とする」、准看護師は「医師、歯科医師又は看

護師の指示を受けて、前条に規定することを行う

ことを業とする」と規定されている。「看護チー

ムにおける看護師・准看護師及び看護補助者の業

務のあり方に関するガイドライン及び活用ガイ

ド（日本看護協会）」では、准看護師の役割とし

て、「看護師等の指示のもと、対象者の状態や変

化を観察し、記録・報告をするとともに、他職種

と協調しつつ、対象者や家族の尊厳や権利、価値

観を尊重・擁護し、安楽に配慮しながら安全に看

護を提供する」ことが求められ、「看護師等から

指示を受け、療養上の世話及び診療の補助を安全

に実施する責任がある」ことが明記されている。 

このように、准看護師は自身の判断や裁量で療

養上の世話を行うことに制約を伴い、看護師等の

指示が必要となることから、キャリアアップとし

て管理職として働くことが難しくなる。給与に加

え、そのような点が准看護師の潜在率の高さに影

響していることが推察された。 

 

３．年齢階級別にみた潜在 

 看護職員の年齢階級別の潜在率については、25

歳未満が 22.38％であるのに対し、30～34 歳が

36.91％、35～39歳が 36.01％と、13％以上高くな

っていた。看護職員の潜在率の男女の構成比は、

女性が 87.71%となっており、大半が女性であるこ

とから、女性の潜在率に影響を受けている。 

我が国における女性の労働力率（15歳以上人口

に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割

合）は、結婚・出産期に当たる 30歳代に一旦低下

し，育児が落ち着いた時期に再び上昇するという、
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いわゆるＭ字カーブを描くことが知られている

が、近年、Ｍ字の谷の部分が浅くなってきている

ことが指摘されている５。そして、女性の年齢階級

別労働力率では、Ｍ字の底となる年齢階級も上昇

している傾向がみられている３。しかし、平成 29

年（2017年）の女性全体の就業率において、35～

39 歳が 74.8％であるのに対し、女性の看護職員

の就業率は 63.6％と、女性全体と比較して 10％

以上低くなっていた３。 

平成 29 年（2017 年）における女性の非労働力

人口 2,803 万人のうち、262 万人が就業を希望す

る一方、現在求職していない理由としては「出産・

育児のため」が最も多く，35.6％であったことが

報告されている３。日本看護協会が令和 2年（2020

年）にまとめた報告１で示された病院・職員調査の

「年齢別の看護職として就業していなかった理

由」においても、「35～39歳」は、「出産・育児」

が最も多く、34.4％となっており、その他を除い

て、次に「結婚」が 17.9％、「労働条件があわな

かった」が 14.6％となっていた。 

この結果から、女性は出産・育児が求職しない

理由となっており、特に不規則なシフトや夜勤が

伴う看護の労働環境下では、結婚・子育てとの両

立が難しいことから、他の職業よりもさらに就業

率が下がっていることが示唆される。 

そのため、看護職員においても、結婚、出産、

育児といったライフイベントと両立しながら働

くことができるように、「仕事と両立しやすい制

度の導入や職場環境の構築」、「柔軟な勤務時間

と勤務体制の選択」、「残業がない・少ない」な

どの環境づくりや多様な働き方ができる体制の

整備が一層求められる。 

 一方、看護職員の「60～64歳」、「65歳以上」

の潜在率は、それぞれ、49.18％、65.65％である

が、そのことは逆に言えば、60～64歳の看護職員

の 50％超、65 歳以上の約 35％が就業しているこ

とになる。我が国では、先に述べたように 65歳ま

での雇用確保対策を進めており、60歳以降も定年

延長や再雇用によって就業継続が可能となって

きている。看護職員の 11人に 1人は 60歳以上で

あり、各都道府県の看護協会においても、定年退

職前後の看護職員を「プラチナナース」と呼び、

高年齢の看護職員がこれまで積み重ねてきたキ

ャリアを活かしながら、何らかの形で看護の仕事

を継続したり、復職したりすることができるよう、

プラチナナースの確保・定着事業を展開している。 

日本看護協会の令和元年（2019 年）の調査１に

よると、「50歳以上」の看護職員に限定した定年

後の働き方についての回答において、「看護職と

して働き続けたい」と回答した者（非管理職）の

割合が 41.9％であり、「50～54歳」「55～59歳」

がそれぞれ 35.9％、46.6％であったのに対し、「60

～64歳」は 68.1％であり、「65歳以上」は 50.0％

であった。また、働き続けたい年齢は、「65～69

歳」が 56.3％で最も多く、次いで「70～74歳」が

30.7％となっていた。「看護職として働き続けた

い場所」として、「とても関心がある」と「やや

関心がある」をあわせて、医療機関が 78.3％、介

護施設が 43.9％となっていた。このように、「定

年退職前の看護職のうち、働きたいという意思を

持っている者」が約 7割を占めている。この結果

を踏まえ、「プラチナナース」を活用した定年延

長や再雇用を促進し、特に、求人倍率が高い訪問

看護ステーション（3.10倍）、20－199床の病院

（1.99 倍）、200－499 床の病院：（１.64 倍）、

特別養護老人ホーム（1.26倍）では看護職員の不

足が深刻であることから６、潜在化を招かないよ

うに看護職員の確保・定着を図ることが求められ
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る。 

なお、准看護師は看護師と比較し、65歳以上階

級を除き、いずれの年齢階級においても潜在率が

高くなっており、特に「25歳未満」「25～29歳」

「30～34歳」での潜在率が高くなっていた。この

原因として、 結婚、出産、育児といったライフイ

ベントの他に、看護師免許取得のための進学とい

った理由の影響が推察される。看護師の就業者数

は、平成 30年（2018年）末約 121万 8,606 人と、

平成 28 年（2016 年）末よりも 6 万 9,209 人の増

加が認められているのに対し、准看護師の就業数

は平成 28 年（2016 年）から 1 万 8,632 人の減少

がみられ、平成 30年（2018 年）は 30万 4,479人

となっている。准看護師の就業者数は、平成 20年

（2008 年）末から平成 30 年（2018年）末にかけ

ては、70,563人と、減少し続けている。看護師資

格の取得を理由とした一定数の潜在化は、今後も

続くことが予想される。 

 

Ｅ. 結論 

 平成 30 年（2018 年）末の推計では、推計対象

者に 65 歳以上を含め、准看護師から看護師の資

格を取得した者は看護師に含め、看護師と准看護

師それぞれについて推計を行った。 

 その結果、平成 30年（2018年）末の 65歳以上

も含めた看護職員の潜在数（潜在率）は、793,885

人（31.11％）であった。65 歳未満とした場合に

は、695,461 人（32.98％）であった。平成 24 年

（2012 年）末と比較し、潜在数は約－3％の減少

が認められた。 

 資格別にみると、看護師の潜在率が 28.37％で

ある一方で、准看護師が 47.52％と、准看護師の

潜在率が高くなっていた。看護職員の年齢階級別

の潜在率については、25歳未満が 22.38％である

のに対し、30～34 歳が 36.91％、35～39 歳が

36.01％と、13％以上高く、60 歳までのピークと

なっていた。 

こうした看護職員の潜在化の状況を踏まえ、さ

らに潜在化要因を検討し、離職防止、復職支援施

策や復職環境の整備を推進することが重要であ

ると考える。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表  なし 

２．学会発表  なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録  

なし   

３．その他 

なし 
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